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広島県企業局 公民共同企業体設立計画

事業計画：平成24年度～平成29年度

「公民共同企業体」を活用した県民視点に立つ広島
県営水道事業の今後の展開に向けて

将来的には海外水ビジネスへの参入可能性も視野に
入れた組織

水道事業における民間的経営手法の導入による広島
県営水道の経営改革であるとともに、新たな広域化
手法として市町の広域化の受け皿となることによっ
て、広域化を推進する核として機能する組織の設立
を意味する

設立当初においては、指定管理者制度を活用しなが
ら、広島県営水道事業の運営を行い、市町の水道事
業の業務の受託を進め、一元的管理を目指すもの

公民共同企業体とは、公と民の連携によって水道事
業が直面する課題を克服するとともに、県及び市町
の持続可能な水道事業の実現に貢献し、水ビジネス
を通じて県内経済の活性化に寄与することを目的


